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新工場建設に関する一部変更のお知らせ 

 

 当社は平成 26 年 12 月２日開催の取締役会において、平成 26 年２月５日付開示文書「新工

場建設に関する一部変更のお知らせ」（以下「平成 26年２月５日付開示文書」とする）で公表

した新工場の建設につきまして、一部変更を決議致しましたので、下記の通りお知らせ致しま

す。 

 

記 

 
１．変更内容（下線部は平成 26年２月５日付開示文書からの変更点） 

（注）土地に係る投資予定額は、今回、当社と独立行政法人都市再生機構において、事業用

定期借地権設定契約（30 年間）を締結することから、当該契約期間賃借した場合（う

ち、２年間はフリーレント契約）の総賃借料（概算）であります。 
    

項目 変更前 

（平成26年２月５日付開示文書） 

変更後 

（１） 所 在 地 京都府相楽郡精華町 ＜変更なし＞ 

（２） 敷 地 面 積 敷地面積 約 21,000㎡ 

建築面積  約 9,000㎡ 

＜変更なし＞ 

（３） 生 産 品 目 医薬品（『正露丸』、『セイロガン

糖衣Ａ』） 

衛生管理製品（「クレベリン」シ

リーズ） 

＜変更なし＞ 

（４） 投資予定額 総額約 51億円 

（土地約 10億円（注）、建物等約

22億円、機械設備等約 19億円） 

総額約 61億円 

（土地約 10億円（注）、建物等約

29億円、機械設備等約 22億円） 

（５） 稼 動 開 始 平成 29 年３月期より既存工場と

の並行稼働開始、平成 32 年３月

期に新工場の本格稼働を見込む 

平成 28 年３月期より既存工場と

の並行稼働開始、平成 32 年３月

期に新工場単独での稼働を見込

む 

（６） 資 金 計 画 自己資金を予定 ＜変更なし＞ 



 
２．変更理由 

 環境対応等のための建設計画の一部変更及び感染管理製品の生産開始時期を前倒しす

ることにより投資予定額及び稼働開始が平成 26 年２月５日付開示文書から変更の見込み

となりました。 
 

３．今後の見通し 
（１） 今期の連結業績への影響 

新工場建設に関する損益面への影響につきましては軽微でありますが、資金面への

影響につきましては、工事代金の一部支払等により既支払額を含め総額約 25億円の支

出を予定しております。 

 
（２） 次期以降の連結業績への影響 

（新工場関連） 
 損益面への影響につきましては、新工場の建物や機械設備等に関する減価償却費と

して現行の定率法により算定した場合、期中に並行稼働を開始する平成 28年３月期は

約６億円の見込みであり、平成 29年３月期は約８億円、その翌期は約６億円と発生額

が段階的に逓減していく見込みであります。 

資金面への影響につきましは、新工場建設代金の残金として約 26億円の支払を予定

しております。 

また、新工場の土地につきましては、フリーレント期間終了後（平成 28年３月期）

は、年間約 34百万円の土地賃借料の発生を予定しております。ただし、契約期間中の

購入選択権があるため、これを行使した場合、購入対価約８億円を支払うことにより

以降の土地賃借料負担はなくなります。 

 

（既存工場関連）  

 既存工場に関する固定資産の簿価につきましては、建物及び機械設備等が約９億円、

土地が約 13 億円であります。なお、並行稼働終了後の既存工場の利用方法、除却及び

解体撤去の要否及び時期につきましては未確定であります。また、既存工場を撤去し

た場合における跡地の利用方法、土壌改良の要否及び時期につきましても未確定であ

ります。仮に、除却した場合には対象資産のその時点における簿価相当額が損失とし

て発生する可能性があり、さらに、解体撤去及び土壌改良が必要な場合には最大見込

額として約８億円の損失が発生する可能性があります。 

 

なお、上記の見込みは、本資料発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影

響を与える不確実な要因に係る現在における仮定を前提として作成したものであり、新工

場への投資額、生産拠点等の移転に係る時期や費用等に計画との差異が生じた場合、実際

の数値とは異なることがあります。 
 

以 上 


